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残期間予測表
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（単位：万円）選択された対策金額

（注）税額控除項目を除く

対策金額

課税所得目安

課 税 得所

今期予測年税額

対 前策 差 額 対 後策

<<  税 >>  目  
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決算納付額
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消 税費

 * 合  *計

対 策 果効
対策後

決算納付額
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対策効果目安表
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●　役員報酬の見直しをしてみませんか？

役員報酬の定時改定は、株主総会後最初に支給する支払日です。

来期の利益予測を検討して、役員報酬の改定を検討されてはいかがでし

ょうか？

●　有利な消費税の計算方法の選択をしましょう。

基準期間又は、特定期間の課税売上高が５０００万円以下であれば簡易

課税制度が選択できます。簡易課税又は免税事業者で多額な設備投資が

必要になった場合は、期間短縮により原則課税が選択できます。

具体的な対策 対策金額

具体的な対策 対策金額

* チェック *

（単位：万円）

●　雇用促進税制を活用しましょう。

来期、従業員を２名以上かつ、１０％以上を増やす計画を考えている場

合、１名増加で４０万円の税額控除が受けられます。申告月までに雇用

促進計画をハローワークへ提出しなければ受けられません。

具体的な対策 対策金額

●　子会社・関連会社を利用しましょう。

既存会社の事業の一部を別会社とすることで、中小企業の特例である

８００万円以下の法人所得については、軽減税率の適用などが広がりま

す。ただし、取引価格は、第三者間と同様とします。

具体的な対策 対策金額

●　来期の目標達成のために事業計画の策定を検討しましょう。

来期の目標売上、来期の目標利益を踏まえて、役員報酬の見直し、従業

員の採用計画、設備投資計画など経営の筋道を立てる事は大切です。

これらを織り込んだ事業計画を作成しましょう。

具体的な対策 対策金額

来期決算へ向けての対策


